
 

旅館業法施行細則に規定する書類の様式等を定める要綱 

 

制定 令和５年３月17日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、旅館業法施行細則（昭和33年岡山県規則第11号。以下「規則」と

いう。）第３条の規定に基づき、旅館業法（昭和23年法律第138号。以下「法」という。）

及び旅館業法施行規則（昭和23年厚生省令第28号。以下「省令」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（法令に規定する書類の様式） 

第２条 次の表の左欄に掲げる規定に基づく同表中欄の書類の様式は、それぞれ同表右

欄に定めるとおりとする。 

根拠条項 書類の名称 様 式 

省令第１条 旅館業許可申請書 第１号 

省令第１条の３ 旅館業営業承継承認申請書（譲渡用） 第２号 

省令第２条 旅館業営業承継承認申請書（合併・分割用） 第３号 

省令第３条 旅館業営業承継承認申請書（相続用） 第４号 

省令第４条 旅館業営業変更・停止・廃止届出書 第５号 

法第６条 旅館・ホテル宿泊者名簿 
第６号 

（その１） 

法第６条 簡易宿所宿泊者名簿 
第６号 

（その２） 

法第６条 下宿宿泊者名簿 
第６号 

（その３） 

（提出書類の部数） 

第３条 法、省令、規則又はこの要綱の定めるところにより知事に提出する書類は、申

請に係る施設の設置場所が法第３条第３項各号に掲げる施設の敷地（これらの用に供

するものと決定した土地を含む。）の周囲おおむね100メートルの区域内にある場合に

は、正副二通を提出しなければならない。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年10月１日から施行する。 

２ この要綱による改正前の要綱に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

 



 

附 則 

１ この要綱は、令和５年12月13日から施行する。 

２ この要綱による改正前の要綱に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 



様式第１号 

旅館業営業許可申請書 

年   月   日 
岡山県知事 殿 
      申請者 

住所（法人にあっては、事務所所在地）  

 

      （電話番号             ） 

氏名及び生年月日（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

年   月   日生 

 

旅館業の営業の許可を受けたいので、旅館業法(昭和23年法律第138号)第３条第１項の規定に
より、次のとおり申請します。 

営業施設 

名 称  

所在地 
 

  （電話番号             ） 

営 業 の 種 別 □ 旅館・ホテル    □ 簡易宿所    □ 下 宿 

旅館業法施行規則(昭和23年厚生省令第28号)第５条第１項各号に該当することの有無 

  □ 該当（ □ 特定の季節に限り営業する施設 

□ その他（旅館業法施行規則第５条第１項第     号に該当） ） 

  □ 非該当 

旅館業法第３条第２項各号に該当することの有無 

  □ 該当（ 旅館業法第３条第２項第    号に該当 

内容                            ） 

□ 非該当 

営業施設の敷地の周囲おおむね100ｍの区域内における旅館業法第３条第３項各号に
掲げる施設の有無 

□ 有（ 名称                     、距離        ｍ ） 

□ 無 

申請施設の区分 □ 新築 □ 既設（ □ 名義変更 □ 用途変更 ） □ その他 

  



営 業 施 設 の 構 造 設 備 の 概 要 

 

１ 建築物の構造及び建築面積 

建築物の構造                造          階建  （      棟 ） 

建築面積 
ｍ2 

延べ床面積 
ｍ2 

申請部分面積 
ｍ2 

 

２ 玄関帳場 

玄関帳場 □ 有    □ 無 

代 

替 

措 

置 

等 

本人確認方法 □ 対面  □ その他 （                          ） 

鍵の受け渡し方法 □ 対面  □ その他 （                          ） 

緊急時の対応体制 

所在地  

距 離  所要時間  

連絡先  

 

３ 客室及び収容定員 

階 数 床面積 寝 台 室 数 定 員 入浴設備 便 所 備考 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

階 ｍ２ 
□ 有（   台） 

□ 無 
室 人 

□ 有（  箇所） 

□ 無 

□ 有（   台） 

□ 無 

 

合 計 ｍ２  室 人   
 

 
 



 

４ 共同便所・共同洗面設備 

階 数 
便  所 洗  面 

男性用 女性用 その他 箇所数 蛇口数 使用水 

階 台 台 台 箇所 口 □ 水道水 

□ 地下水 

□ その他 

（          ） 

階 台 台 台 箇所 口 

階 台 台 台 箇所 口 

合 計 台 台 台 箇所 口 

 

５ 共同浴室設備 

原 水 □ 水道水  □ 温泉水  □ 井戸水  □ その他 （                ） 

貯湯槽 □ 有 （ 設定温度      度、 消毒装置 □ 有 □ 無 ）   □ 無 

浴 槽 

屋内      槽 、 屋外      槽 □ シャワーのみ 

循環ろ過 

装   置 

□ 有 （ 系統の数     系統 ） 

浴槽容量      ｍ３ 、ろ過能力      ｍ３ / 時間 

浴槽容量      ｍ３ 、ろ過能力      ｍ３ / 時間 

□ 無 

ヘアキャッチャー □ 有    □ 無 調節箱 □ 有   □ 無 

水位計 □ 有 （ 配管 □ 有 □ 無 ） □ 無 

消毒方法 □ 塩素剤系薬剤注入    □ その他 （                        ） 

気泡発生装置等 □ 有 （ □ 気泡発生装置   □ ジェット噴射装置 ）    □ 無 

付帯設備 □ 打たせ湯 （ 使用水       ）   □ サウナ  □ その他 （         ） 

衛生管理責任者 
                     （連絡先                  ） 

 

６ その他 

備 考 

 

 

 ※ 該当する □ には、レ印を記入すること。 

 

【添付書類】 

１ 営業施設の構造設備を明らかにする図面 

２ 営業施設の敷地の周囲おおむね100ｍ以内の見取図 

３ 消防署長が交付する消防法（昭和23年法律第186号）その他の法令の規定に適合していることを証する書類の写し 

４ 建築基準法(昭和25年法律第201号)に基づく検査済証の写し(建築の確認を要する場合に限る) 

５ 登記事項証明書及び定款又は寄附行為の写し（法人が申請する場合に限る） 

６ 旅館業法施行規則第４条の３の基準に適合する設備の内容を明記した書類（玄関帳場を設けない旅館・ホテル営業に限る） 

 



様式第２号 

 

旅館業営業承継承認申請書（譲渡用） 

年   月   日  

岡山県知事 殿 

 

申請者 

 
譲

受

人 

住所（法人にあっては、

事務所所在地） 

 

 

電話番号              

氏名及び生年月日（法

人にあっては、名称及

び代表者の氏名） 

 

 

年   月   日生 

 

譲

渡

人 

住所（法人にあっては、

事務所所在地） 

 

 

電話番号              

 
氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） 

 

 

 

譲渡による旅館業の営業者の地位の承継の承認を受けたいので、旅館業法(昭和23年法律第138号)

第３条の２第１項の規定により、次のとおり申請します。 

譲渡の予定年月日        年     月     日 

営業施設 

名 称  

所在地  

営業の種別 □ 旅館・ホテル営業  □ 簡易宿所  □ 下宿営業 

許可年月日 

及び許可番号 

年   月   日 

第       号 

旅館業法第３条の２第２項において準用する同法第３条第２項各号に該当することの 

有無 

□ 該当（ 旅館業法第３条第２項第     号に該当 

内容                              ） 

□ 非該当 

営業施設の敷地の周囲おおむね100ｍの区域内における旅館業法第３条の２第２項におい

て準用する同法第３条第３項各号に規定する施設の有無 

  □ 有（ 名称                    、距離       ｍ） 

□ 無 

※ 該当する □ には、レ印を記入すること。 



 

 

【添付書類】 

１ 旅館業の譲渡を証する書類 

２ 譲受人が法人の場合にあっては、譲受人の定款又は寄附行為の写し 

３ 営業施設の敷地の周囲おおむね 100ｍ以内の見取図 



様式第３号 

 

旅館業営業承継承認申請書(合併・分割用) 

年   月   日  

岡山県知事 殿 

     申請者 

事務所所在地 

 

      （電話番号            ） 

名称及び代表者の氏名 

  

 

合併又は分割による旅館業の営業者の地位の承継の承認を受けたいので、旅館業法(昭和23年法律

第138号)第３条の３第１項の規定により、次のとおり申請します。 

合併により消滅する法人又は分割により営業者の地位を失う法人 

事務所所在地 
（電話番号            ） 

名称及び代表者氏名  

合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該旅館業を承継する法人 

事務所所在地 
（電話番号            ） 

名称及び代表者氏名  

合併又は分割予定年月日 年    月    日 

営 

業 

施 

設 

名 称 
 

所在地 
 

営業の種別 □ 旅館・ホテル営業   □ 簡易宿所   □ 下宿営業 

許可年月日 

及び許可番号 

年   月   日 

      第       号 

※ 該当する □ には、レ印を記入すること。 

  



 

 

旅館業法第３条の３第３項において準用する同法第３条第２項各号に該当することの有無 

□ 該当（ 旅館業法第３条第２項第     号に該当 

内容                              ） 

□ 非該当 

営業施設の敷地の周囲おおむね 100ｍの区域内における旅館業法第３条の２第３項におい

て準用する同法第３条第３項各号に規定する施設の有無 

  □ 有 （ 名称                    、距離       ｍ ） 

  □ 無 

※ 該当する □ には、レ印を記入すること。 

 

【添付書類】 

１ 合併後存続する法人、合併により設立される法人又は分割により当該旅館業を承継する法人の

定款又は寄附行為等の写し 

２ 営業施設の敷地の周囲おおむね 100ｍ以内の見取図 



様式第４号 

 

旅館業営業承継承認申請書（相続用） 

年   月   日  

岡山県知事 殿 

     申請者 

住 所 

 

      （電話番号            ） 

氏名及び生年月日 

  

年   月   日生 

 

相続による旅館業の営業者の地位の承継の承認を受けたいので、旅館業法(昭和23年法律第138号)

第３条の４第１項の規定により、次のとおり申請します。 

被 相 続 人 と の 続 柄  

被相続人 
住 所  

氏 名  

相 続 開 始 年 月 日 年     月     日 

営業施設 

名 称  

所在地  

営業の種別 □ 旅館・ホテル営業  □ 簡易宿所  □ 下宿営業 

許可年月日 

及び許可番号 

年   月   日 

第       号 

旅館業法第３条の４第３項において準用する同法第３条第２項各号（第７号を除く）に該

当することの有無 

□ 該当（ 旅館業法第３条第２項第     号に該当 

内容                              ） 

□ 非該当 

営業施設の敷地の周囲おおむね100ｍの区域内における旅館業法第３条の３第３項におい

て準用する同法第３条第３項各号に規定する施設の有無 

  □ 有（ 名称                    、距離       ｍ ） 

  □ 無 

※ 該当する □ には、レ印を記入すること。  



 

 

【添付書類】 

１ 戸籍謄本又は不動産登記規則（平成17年法務省令第18号）第247条第１項に規定する法定相続

情報一覧図の写し 

２ 相続人が２人以上ある場合において、その全員の同意により営業者の地位を承継すべき相続

人として選定された者にあっては、その全員の同意書 

３ 営業施設の敷地の周囲おおむね100ｍ以内の見取図 



様式第５号 

変 更 
旅館業営業  停 止  届出書 

廃 止 

年   月   日 

岡山県知事 殿 

住 所（法人にあっては、事務所所在地） 

 

        （電話番号          ） 

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 旅館業営業について、 変 更 ・ 停 止 ・ 廃 止 したので、旅館業法施行規則（昭和23年厚生省

令第28号）第４条の規定により、次のとおり届け出ます。 

営

業

施

設 

名 称  

所 在 地  

営 業 の 種 別 □ 旅館・ホテル営業   □ 簡易宿所   □ 下宿営業 

許可年月日及

び 許 可 番 号 
年   月   日       第     号 

変 
 

更 

事 項  

内     容 

変更前 変更後 

  

変 更 年 月 日 年     月     日 

停 

止 

停 止 の 理 由 □ 増改築 □ その他（                  ） 

停止予定期間 年   月   日から    年   月   日まで 

廃 

止 

廃 止 の 理 由  □ 廃業  □ 名義変更  □ その他（          ） 

廃 止 年 月 日 年     月     日 

 

【備考】 

１ 該当事項のみを記入すること。また、該当する□には、レ印を記入すること。 

２ 営業施設の構造設備を変更したときは、次に掲げる書類を添付すること。 

 イ 構造設備を明らかにした図面 

 ロ 消防署長が交付する消防法その他の法令の規定に適合していることを証する書類の写し（知事が必

要と認める場合に限る。） 

ハ 建築基準法に基づく検査済証の写し（建築の確認を要する場合に限る。) 

３ 許可を受けていることを証する書面（廃止した場合に限る。） 



 

 

様式第６号（その１） 

旅館・ホテル 宿泊者名簿 

営業施設の名称  

営業者氏名又は名称  

 

宿 泊 年 月

日 時 刻  

出発年月

日 時 刻  
住所 連絡先 氏名 年齢 摘要 

       

       

       

       

備考 

  1 団体の宿泊にあっては、その引率者の住所、連絡先、氏名、年齢及び団体の男女人員を記載

すること。 

2 摘要欄は、参考事項について記載すること。また、外国人にあっては、国籍及び旅券番号を

記載すること。 

 



 

 

様式第６号（その２） 

簡易宿所 宿泊者名簿 

営業施設の名称  

営業者氏名又は名称  

 

宿 泊 年 月

日 時 刻  

出発年月

日 時 刻  
住所 連絡先 氏名 年齢 摘要 

       

       

       

       

備考 

  1 団体の宿泊にあっては、その引率者の住所、連絡先、氏名、年齢及び団体の男女人員を記載

すること。 

  2 摘要欄は、参考事項について記載すること。また、外国人にあっては、国籍及び旅券番号を

記載すること。 



 

 

様式第６号（その３） 

下宿 宿泊者名簿 

営業施設の名称  

営業者氏名又は名称  

 

宿 泊 年 月

日 時 刻  

出発年月

日 時 刻  
住所 連絡先 氏名 年齢 摘要 

       

       

       

       

備考 

  1 団体の宿泊にあっては、その引率者の住所、連絡先、氏名、年齢及び団体の男女人員を記載

すること。 

  2 摘要欄は、参考事項について記載すること。また、外国人にあっては、国籍及び旅券番号を

記載すること。 

 


